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財務報告とサステナビリティ情報開示における重要性（マテリアリティ）の役割

と課題 

The Role and Challenges of Materiality in Financial Reporting and Sustainability 

Disclosures 

 

浅野 敬志 (Takashi Asano) 
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1 　はじめに

本論文の目的は，財務報告およびサステナビリティ情報開示における「重要性（マテリアリ
ティ）」概念の役割と課題を明らかにすることにある。
財務報告における「重要性」は，既存および潜在的な投資家，融資者，その他の債権者（以下，

投資家等）が意思決定を行う際に，必要不可欠な情報を特定するための重要な概念である。投資
家等の共通する情報ニーズに応えるため，資産，負債，収益，費用の認識および測定に加え，財
務諸表の表示や開示において，「重要性」の判断が行われている。
近年，企業活動の複雑化に伴い，企業の持続可能性が企業価値に与える影響が一層重要視され，

＜要　　約＞
本稿では，財務報告とサステナビリティ情報開示における「重要性」の概念と判断プロセスを
整理し，その役割と課題を分析している。日本の企業会計では，「重要性の原則」が主に会計処
理や表示の簡略化に活用されているが，国際的な財務報告では，「重要性」が「レリバンス」の
一側面として，「重要性がある情報」を判断する基準として機能している。また，IFRS S1号は財
務報告と同様の「重要性」の判断プロセスを求めているが，これまで適用されていなかったこと
もあり，現状の実務では企業ごとに「重要性」評価が異なり，プロセスが複雑化している。この
問題に対処するためには，より精緻な評価プロセスが必要であり，IFRS S1号および日本のサス
テナビリティ開示基準（案）が今後，重要な役割を果たすことが期待されている。

＜キーワード＞
重要性の原則，重要性，レリバンス，財務マテリアリティ，インパクト・マテリアリティ，

IFRS概念フレームワーク，IFRS S1号，欧州サステナビリティ報告基準（ESRS），米国サステナ
ビリティ会計基準審議会（SASB），グローバル・レポーティング・イニシアチブ（GRI）
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サステナビリティ要素が企業の長期的成功に不可欠なものと認識されるようになった。これによ
り，従来の財務報告に加えて，サステナビリティ情報開示の重要性が増している。サステナビリ
ティ情報開示における「重要性（マテリアリティ）」もまた，企業がどのサステナビリティ要素を
優先し，それが企業の価値創造やステークホルダーへの貢献にどのように影響するかを示す上で，
重要な指針となっている。そのため，企業がどの視点からどのように「重要性」を評価したのか
を開示する必要性が高まっている。
このように，財務報告における「重要性」とサステナビリティ情報開示における「重要性」は
異なる領域でありながら，企業報告において重要な役割を果たすようになっている。本稿では，
サステナビリティ情報開示における「重要性」が財務報告における「重要性」と同義であるかど
うか，その「重要性」が実際にどのように活用されているのかを具体的に検討し，それぞれの役
割とその課題について論じる。

2　企業会計原則における「重要性の原則」

わが国の企業会計において，「重要性」という用語を聞いてまず思い浮かぶのは，企業会計原
則注解 1に示されている「重要性の原則」であろう。この「重要性の原則」は，「正規の簿記の
原則」や「明瞭性の原則」など， 7つの原則から構成される企業会計原則の一般原則には含まれ
ていない。しかし，実務では広く適用されており，一部の会計基準や実務指針にも「重要性」に
関する記述が見られることから

1）
，重要な原則として広く認識されている。それにもかかわらず，

「重要性」の定義や判断基準を規範的に定めた会計基準等は，国内には存在しない。
「重要性の原則」は，企業会計原則注解 1において，次のように記されている。

「企業会計は，定められた会計処理の方法に従って正確な計算を行うべきものであるが，企
業会計が目的とするところは，企業の財務内容を明らかにし，企業の状況に関する利害関係
者の判断を誤らせないようにすることにあるから，重要性の乏しいものについては，本来の
厳密な会計処理によらないで他の簡便な方法によることも，正規の簿記の原則に従った処理
として認められる。重要性の原則は，財務諸表の表示に関しても適用される。重要性の原則
の適用例としては，次のようなものがある。（以下省略）」

この注解 1に記された「重要性の原則」は，実務上の便宜を考慮し，会計処理や表示において
簡便な方法を認めるものであり，主な特徴として次の 4点が挙げられる。
①　「正規の簿記の原則」および「明瞭性の原則」に対する制約と考えられる
②　「重要性」を何によって判断するのか（例えば，項目の性質もしくは大きさ，またはその両

1）重要性に関する記述が見られる会計基準等には，「連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規
則」，「法人税，住民税及び事業税等に関する会計基準」，「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」，
「リース取引に関する会計基準の適用指針」などがある。
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方）が明記されていない
③　「重要性」の判断プロセスが示されていない
④　「重要性」が乏しい場合の会計処理や表示の簡略化に関する事例は紹介されているが，「重
要性」がある場合の事例は紹介されていない
1点目について，「重要性の原則」は，「企業会計は，すべての取引につき，正規の簿記の原則

に従って，正確な会計帳簿を作成しなければならない」とする「正規の簿記の原則」および「企
業会計は，財務諸表によって，利害関係者に対し必要な会計事実を明瞭に表示し，企業の状況に
関する判断を誤らせないようにしなければならない」とする「明瞭性の原則」にかかわるものと
されている（友岡 2023）。「重要性の原則」では，「重要性」の乏しいものについては，本来の厳
密な会計処理や表示によらず，簡便な方法によることも認めているため，同原則は「正規の簿記
の原則」や「明瞭性の原則」に対する制約と考えられている（藤井 2021）。
2点目に関して，企業会計原則注解 1では何を基準に「重要性」を判断するのかが明記されて

いない。しかし，一般的には，項目の性質もしくは金額の大小（またはその両方）に基づき判断
すると考えられている（桜井 2024

2）
）。また，「重要性の原則」を実務で適用する際には，企業の

判断だけでなく，監査人の判断を要することが一般的である
3）
。

4 点目について，「重要性の原則」の具体例として，企業会計原則注解では「重要性」が乏し
い消耗品などを資産として計上せず，購入時に費用として処理することが認められている。また，
経過勘定項目（前払費用，未収収益，未払費用，前受収益）を現金主義で処理することも可能とさ
れている。さらに，「重要性」が乏しいと判断された項目については，長期の債権・債務のうち
1年以内に期限が到来する部分を流動区分に振り替えず，固定区分で表示し続けることが認めら
れている。これらはすべて，「重要性」が乏しい場合における会計処理や表示の簡略化に関する
事例であり，「重要性」がある場合における事例は紹介されていない。

3　IFRS概念フレームワークにおける「重要性」

「重要性」は，諸外国の会計処理や表示においても重視されている。例えば，国際財務報告基
準（IFRS）を作成する国際会計基準審議会（IASB）が2018年に公表した『財務報告に関する概念
フレームワーク』の改訂版（以下，2018年概念フレームワーク改訂版）では，財務報告の基本目的
や基礎的な定義，原理を体系化し，会計基準や解釈指針に一貫性をもたらすための枠組みを提供

2）桜井（2024）は，ある項目が性質や金額の大小から見て「重要性」が乏しいと判断される場合に，事務上
の経済性を優先させた簡便な方法を採用することが是認される，と述べている。
3）例えば，ソフトウェアパッケージの開発・販売を行う株式会社プロシップは，「重要性」の判断において，
企業の判断では決定できず，最終的には監査人の判断が必要になるとしている。彼らは次のように述べてい
る。「重要性の決定は職業的専門家としての判断事項であるため，監査人の判断で行います。したがって，
重要性の乏しいものについて簡便法を用いようとする場合には，「どうして投資家への経済的意思決定に影
響が及ぼさないのか」 を論理立てて説明し，監査人の理解を得る必要があります。」詳細については，
https://www.proship.co.jp/ifrs_faq/importance-3/を参照されたい。
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する中で，「重要性」を次のように定義している。

「情報は，それを省略したり誤表示したりしたときに，特定の報告企業に関する財務報告に
基づいて利用者

4）
が行う意思決定に影響を与える可能性がある場合には，重要性がある。言い

換えれば，重要性はレリバンス
5）
の企業固有の一側面であり，個々の企業の財務報告書の文脈

においてその情報が関連する項目の性質もしくは大きさ（またはその両方）に基づくもので
ある。」

この「重要性」の定義には，次の 4つの特徴がある。
①　「重要性」は，「レリバンス」の企業固有の一側面として考えられている
②　「重要性」は，項目の性質もしくは大きさ（またはその両方）によって判断することが明記
されている

③　「重要性」の判断プロセスが示されていない
④　事例は提示されておらず，「重要性」がある場合を中心に記述されている
これらの特徴のうち， 3点目のみが企業会計原則注解の「重要性の原則」と一致している。
1点目について，「レリバンス」とは，会計情報が利用者の意思決定に相違を生じさせる可能

性があることを指す。IASB（2018）では，「重要性」は「レリバンス」のある情報を提供するた
めに考慮すべき要件であり，「レリバンス」の一側面として捉えられている。これは，わが国に
おいて「重要性の原則」が「正規の簿記の原則」や「明瞭性の原則」に対する制約として作用す
るという考え方とは異なるものである。
この考え方が IFRSに定着するまでには，実際は相当の時間を要している。米国の財務会計基
準審議会（FASB）が1980年に公表した『財務会計概念ステートメント第 2号』では，「重要性」
は財務報告における制約（constraint）として位置付けられ

6）
，「レリバンス」と「信頼性」に関わ

る広範な概念とされていた（FASB1980, p.7）。一方で，IASBの前身である国際会計基準委員会
（IASC）が1989年に公表した『財務諸表の作成および表示に関するフレームワーク』では，「重要
性」は「レリバンス」の一側面として議論されており，「信頼性」など他の質的特性との関連は
示されていなかった（IASC1989, par.29）。

4）多くの既存および潜在的な投資家，融資者およびその他の債権者は，報告主体に対して直接情報を提供す
るよう要求することができないため，必要な財務情報の多くを一般目的財務報告書に依存せざるを得ない。
したがって，彼らが一般目的財務報告書の主要な利用者とされている。
5）relevanceの訳語としては，目的適合性，価値関連性，関連性などがある。いずれの訳語も特定の含意と
結びついてしまう可能性があるため，本稿ではあえて原語のまま（レリバンス）とする。
6）情報は有用であっても，その開示には「コスト・ベネフィット」と「重要性」の 2つの制約があるとされ
ている。情報を開示する価値は，情報開示のベネフィットがコストを上回る場合に認められる。また，有用
な情報が持つすべての質的特性は「重要性」の閾値という制約を受ける。例えば，情報に誤りが含まれてい
ても，それが情報の信頼性を損なったり，情報の有用性を著しく低下させたりしなければ，大きな問題には
ならない。このように，「重要性」は情報開示におけるもう一つの重要な制約として位置付けられている
（FASB1980, par.33）。
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IASBと FASBが共同で作成し，2006年に公表したディスカッション・ペーパー『財務報告に
関する改善された概念フレームワークについての予備的見解』および2008年に公表した公開草案
『財務報告に関する改善された概念フレームワーク』では，「重要性」は有用な財務報告に必要な
質的特性というよりも，財務報告における広範な制約（pervasive constraint）として提案された。
これは，「重要性」を「レリバンス」および「信頼性」と関連付ける FASBの概念ステートメン
トの影響を受けたと考えられる。
しかし，2008年の公開草案に対するコメントの中に，①「重要性」は広範な概念であるものの，
企業の財務報告に制約を課すものではないこと，②「重要性」は「レリバンス」の一側面であり，
重要でない情報は利用者の意思決定に影響を与えないこと，③基準設定者は基準の開発時に「重
要性」を考慮しないこと，を示す見解があった。

IASBと FASBはこれらの見解に同意し，2010年に公表した『財務報告に関する概念フレーム
ワーク』において，「重要性」を「レリバンス」の一側面として位置付けることとした。また，
2018年概念フレームワーク改訂版においても，「重要性」は2010年版の概念フレームワークで明
確に記述されているとの認識を示した。そのため，IASBは2018年概念フレームワーク改訂版で
「重要性」の定義を修正せず，一般目的財務報告の主要な利用者を明確化するといった変更にと
どめた。この変更は，「重要性」の判断が他のステークホルダーのニーズではなく，投資家等の
情報ニーズを反映することを意図したものであった（IASB2018, BC2.19-20）。
次に 3点目について，一部の企業では，「重要性」の判断方法に確信を持てず，財務諸表に提
供すべき情報を決定する際に「重要性」を考慮せず，IFRS基準の開示要求を単なるチェックリ
ストとして扱う傾向が見られた。このような実務上の課題により，一部の利害関係者は，財務諸
表に「レリバンス」の低い情報が過剰に提供される一方で，「レリバンス」の高い情報が十分に
提供されないことを不満に感じていた（大津 2017）。
これに対応して，IASBは概念フレームワークとは別に，2017年に実務記述書第 2号『重要性
の判断の行使』を公表し，企業が「重要性」を判断するためのプロセスを示した（図 1参照）。
このガイダンスは，単なるチェックリスト的な対応を避け，財務諸表の作成において真に「重要
性がある情報」（material information）を提供することを目指したものである。企業がこのプロセ
スを実践することで，利害関係者にとってより有用な財務報告が可能となり，「レリバンス」の
低い情報の過剰提供や「レリバンス」の高い情報の提供不足を回避できるようになることが期待
されている。

4　IFRS S1号における「重要性」

続いて，サステナビリティ情報開示における「重要性」の概念を確認する。IFRS S1号『サス
テナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項』は，国際サステナビリティ基準審議
会（ISSB）が2023年 6 月に公表した，最初のサステナビリティ開示基準である（阪 2024）。この
基準は，グローバル資本市場において投資家等の意思決定に資する，国際的に比較可能で包括的
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なサステナビリティ関連財務開示
7）
のグローバル・ベースラインを提供するものである。また，各

国が IFRS S1号を自国基準に取り入れる際，必要に応じて固有の要求事項を追加できる「ビル
ディングブロック・アプローチ」を採用している。

IFRS S1号が求めるのは，サステナビリティ関連のリスクおよび機会に関する情報である。こ
れらの情報は，資産および負債の定義やそれらの認識規準による制約を受けない点で，財務報告
とは異なる。また，サステナビリティ関連財務情報の作成において，財務諸表の作成時に考慮す
る期間よりも長い期間にわたる財務的影響を考慮しなければならない場合が多い点も，財務報告
とは異なる。さらに，サステナビリティ関連財務情報には，財務諸表に記載される情報とは異な
る測定基準が用いられる場合がある点も，財務報告とは異なる（SSBJ2024, BC99）。
このように，サステナビリティ関連財務開示は財務報告とは性質が異なるものの，「重要性」
は共通して考慮されている。例えば，IFRS S1号では「重要性」は次のように記されている。

「サステナビリティ関連財務開示の文脈において，情報は，それを省略したり，誤表示した
り，不明瞭にしたりした場合に，一般目的財務報告書の主要な利用者が，財務諸表およびサ
ステナビリティ関連財務開示を含む，特定の報告企業に関する情報を提供する当該報告書に
基づいて行う意思決定に，当該情報が影響を与えると合理的に見込み得る場合には，重要性

ステップ 1：
識別

企業は，取引その他の事象および状況のうち，主要な利用者が企業への資源
の提供に関する意思決定を行う際に考慮する必要がある可能性のある情報を
識別する。

ステップ 2：
評価

企業は，ステップ 1で識別した情報が，財務諸表全体に対して重要となるか
を評価する。この評価にあたっては，項目の性質もしくは大きさ（またはそ
の両方），つまり定性的要因と定量的要因の両方を伴う。

ステップ 3：
整理

企業は，ステップ 2で重要と評価した情報を，明瞭かつ簡潔に伝わる方法で
（例えば，重要事項の強調，企業に特有の状況に即した情報の作成，または
様々な情報間の関係性の説明），財務諸表に組み込む。

ステップ 4：
レビュー

企業は，ステップ 3で作成した財務諸表を，完全な 1組の財務諸表というよ
り広い観点からレビューし，すべての「重要性がある情報」が識別されてい
るかを確認するとともに，提供される情報を検討する。

図 1　財務報告における「重要性」の判断プロセス

ステップ 1
識別

ステップ 2
評価

ステップ 3
整理

ステップ 4
レビュー

7）サステナビリティ関連財務開示とは，短期，中期または長期にわたる企業のキャッシュ・フロー，当該企
業のファイナンスへのアクセスまたは資本コストに影響を与える（affect）と合理的に見込み得る，報告企
業のサステナビリティ関連のリスクおよび機会についての情報（それらのリスクおよび機会に関連する企業
のガバナンス，戦略およびリスク管理，並びに関連する指標および目標（targets）に関する情報を含む。）
を提供する一般目的財務報告書の特定の一形式をいう（ISSB2023, p.26）。
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がある。」（par.18）

「重要性は，レリバンスの企業固有の一側面であり，当該企業のサステナビリティ関連財務
開示の文脈において，その情報が関連する項目の性質もしくは大きさ（またはその両方）に
基づくものである。」（par.14）

「企業は，企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリス
クおよび機会に関して，重要性がある情報を開示しなければならない。」（par.17）

また，IFRS S1号の付録 B1（Appendix B）において「重要性」の判断プロセスが示されている。
これらの内容から判断すると，IFRS S1号における「重要性」の特徴は次の 4点にまとめら

れる。
①　「重要性」は，「レリバンス」の企業固有の一側面と考えられている
②　「重要性」は，項目の性質もしくは大きさ（またはその両方）によって判断することが明記
されている

③　「重要性」の判断プロセスが示されている
④　事例は提示されておらず，「重要性」がある場合を中心に記述されている
3点目の「重要性」の判断プロセスは，IFRS実務記述書第 2号『重要性の判断の行使』のよ

うに段階的に示されているわけではない。しかし，この判断プロセスを IFRS実務記述書第 2号
に基づいて整理すると，図 2のように 4つのステップに分けることができる。
ここで注目すべきポイントは 2点ある。 1点目は，「重要性がある情報」の判断に際して考慮
すべき事項が記されている点である。「重要性」はサステナビリティ関連財務開示における制約
ではなく，むしろ「重要性がある情報」を識別・評価するための概念として位置付けられている
ことがわかる。 2点目は，サステナビリティに関連するリスクまたは機会の影響の大きさ（定量
的要因）と性質（定性的要因）の両方を考慮して，「重要性がある情報」を評価する必要がある点
である。これは，主たる利用者として投資家等を想定し，投資家等が企業価値評価を行う際に，
企業のキャッシュ・フローや資本コストに影響を及ぼすと見込まれるサステナビリティ関連のリ
スクと機会に関する情報の開示を求めていることに起因する。
このように，IFRS S1号における「重要性」の概念は，2018年概念フレームワーク改訂版およ
び IFRS実務記述書第 2号で示されている財務報告上の概念と整合している。これは，IFRS S1
号が求める情報開示が，企業のサステナビリティに関連する重要なリスクと機会に関する情報を
対象としており，これらの情報が中長期的な時間軸において財務情報へと変換されると考えられ
ているためである。また，投資家等がサステナビリティ関連財務開示と財務報告のつながり
（connectivity）を理解できるように考慮したことも理由の一つと考えられる。
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5 　「重要性がある情報」の特定プロセスの現状と課題

5．1　財務マテリアリティとインパクト・マテリアリティ
IFRS S1号は，気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD），国際統合報告評議会（IIRC），

米国サステナビリティ会計基準審議会（SASB），気候変動開示基準委員会（CDSB）といった機関
の開示フレームワークを基に策定されている。この基準は，前述したように，投資家等に有用な
情報を提供するため，企業のサステナビリティに関連する重要なリスクと機会に関する情報開示
を求めており，いわゆる財務マテリアリティに基づいている。
財務マテリアリティは，前述の通り，主に投資家等を対象とし，環境や社会が企業の財務情報
に与える重要な影響に関する情報を提供することを目的としている。一方，インパクト・マテリ
アリティは，投資家等を含む広範なステークホルダーを対象に，企業が環境や社会に与える重要
なインパクトに関する情報を提供することを目的としたものであり，グローバル・レポーティン
グ・イニシアチブ（GRI）に支持されている。欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）は，投資
家等を含む広範なステークホルダー

8）
を利用者として想定し，企業が環境や社会に与える重要なイ

ステップ 1：
識別

企業は，サステナビリティ関連のリスクまたは機会に関する「重要性がある
情報」を識別する。

ステップ 2：
評価

企業は，ステップ 1で識別した情報に「重要性」があるかどうかを評価する。
その評価にあたり，企業は，定量的要因と定性的要因の両方を考慮しなけれ
ばならない。例えば，企業は，当該企業に対するサステナビリティ関連のリ
スクまたは機会の影響の大きさと性質を考慮する場合がある。

ステップ 3：
整理

企業は，サステナビリティ関連財務開示を明瞭に識別し，企業が提供する他
の情報と区別する。

ステップ 4：
レビュー

企業は，状況および仮定の変化を考慮し，各報告日時点で「重要性」の判断
を再評価する。企業の個別状況または外部環境の変化に伴い，これまでサス
テナビリティ関連財務開示に含まれていた一部の情報が「重要性」を失う場
合がある。逆に，これまで開示されてこなかった情報が新たに「重要性」を
持つようになる場合もある。

図 2　サステナビリティ関連財務開示における「重要性」の判断プロセス

ステップ 1
識別

ステップ 2
評価

ステップ 3
整理

ステップ 4
レビュー

8）ESRSでは，サステナビリティ報告書の利用者として，一般目的財務報告の主たる利用者である投資家等
だけでなく，市民社会や非政府組織なども含まれる。このように，ESRSは IFRS S1 号に比べ，想定する利
用者の範囲が広く，それが要求される情報の範囲の違いにもつながっている。詳細については，水口
（2024）を参照されたい。
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ンパクトと，環境や社会が財務情報に与える重要な影響の両方に関する情報を提供することを目
的としている。これは，財務マテリアリティとインパクト・マテリアリティの両方に基づく情報
開示を求めており，いわゆるダブルマテリアリティに基づいている。
財務マテリアリティとインパクト・マテリアリティは，サステナビリティ情報開示

9）
において

「重要性がある情報」を特定するという点で，「重要性」の概念と一致している。しかし，誰にど
のような情報を提供するかといった要素を含むため，従来の「重要性」の枠を超えた概念といえ
る。
なお，「重要性」は情報が重要であるかどうかを判断するための概念であり，情報利用者を特

定したり，提供する情報の具体的な内容を決定したりするための概念ではない。そのため，「マ
テリアリティ」という用語に「財務」または「インパクト」といった修飾語が付与されることで，
情報利用者や提供情報の内容を特定されると考えるならば，サステナビリティ情報開示における
「マテリアリティ」は財務報告における「重要性」と同義とみなすことができる。

5．2　「重要性がある情報」の特定プロセスの現状と課題
サステナビリティ情報開示において，日本企業が「重要性がある情報」を特定するプロセスは，

図 3のような流れをたどることが一般的である
10）
。「重要性がある情報」の特定は，企業がどのサ

ステナビリティ課題を重視しているかを投資家等に理解させる上で重要である。さらに，限られ
た経営資源を効率的に活用して企業価値を向上させるため，企業にとっても不可欠なプロセスと
なっている。
日本企業はサステナビリティ課題を抽出する際（ステップ 1）， GRIスタンダードや SASBスタ
ンダードなどの国際的な開示フレームワークや ESG評価機関の評価項目など，複数の基準を参
考にしている

11）
。IFRS S1号は SASBスタンダード

12）
の採用を推奨し，GRIは GRIスタンダードの採

用を求めている。ESG評価機関はそれぞれ独自の基準に基づき評価項目を設定しているが，そ
の基準は評価機関ごとに異なるため，SASBや GRIのスタンダードと一致しない場合がある。な
お，日本のサステナビリティ開示基準（案）を適用する予定の企業は，SASBスタンダードに基

図 3　日本企業による「重要性がある情報」の特定プロセス

ステップ 1
サステナビリティ課題

の抽出

ステップ 2
抽出した課題の「重要性」
評価（優先順位付け）

ステップ 3
「重要性がある情報」

の決定

ステップ 4
レビュー・見直し

9）サステナビリティ関連財務開示という用語は財務マテリアリティと関連している。ここではインパクト・
マテリアリティやダブルマテリアリティも考慮するため，以下では「サステナビリティ情報開示」と記す。

10）日本企業がこのような特定プロセスを採用している背景には，GRIガイドラインの強い影響があると考え
られる。例えば，2013年に公表された GRIガイドライン第 4版では，「重要性」の原則を満たすために，重
要項目の特定，優先順位付け，開示内容の真実性の確認，そして開示後のレビューという 4つのステップが
提案されている。
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づいたサステナビリティ課題を検討する必要があるが，実際に SASBスタンダードを明示的に参
考にしている企業はまだ少数にとどまっている。
次に，抽出した課題の「重要性」評価・優先順位付け（ステップ 2）において，企業自身の視
点を重視するのか，ステークホルダーや社会の視点を重視するのか，あるいはその両方を取り入
れるのかは，企業によって異なる。企業の視点で評価した「重要性」は財務マテリアリティであ
り，IFRS S1号や日本のサステナビリティ開示基準（案）で採用されている。一方，ステークホ
ルダーや社会の視点で評価した「重要性」はインパクト・マテリアリティであり，GRIが採用す
る考え方である。また，財務マテリアリティとインパクト・マテリアリティの両方を考慮した
「重要性」はダブルマテリアリティであり，ESRSが採用する考え方である。
多くの日本企業はダブルマテリアリティの考え方に基づき「重要性」を評価している

13）
。これは，

現状において IFRS S1号や日本のサステナビリティ開示基準（案）が求める財務マテリアリティ
の考え方が必ずしも採用されていないことを示している。その理由として，日本企業がサステナ
ビリティ情報開示において，投資家等だけでなく広範なステークホルダーを意識していることが
挙げられる。また，2025年から一定の要件を満たす EU現地子会社は ESRSに基づいたサステナ
ビリティ情報開示が求められ，2028年からは EU諸外国の親会社グループも対象となるため，日
本企業においてもダブルマテリアリティに適用する必要が生じていることが影響しているかもし
れない。
ところで，IFRS S1号は，企業の見通しに影響を与えると合理的に見込まれるサステナビリティ
関連のリスクや機会の影響の大きさと性質を考慮して「重要性」を評価することを求めている。
しかし，KPMGの調査によれば，重大なリスクや機会について説明する企業は増加しているも
のの，そのリスクや機会の影響の大きさを定量化して示している企業は少なく，定量化している
場合でも TCFD提言に基づく気候関連リスクに限定されることが多い。
また，サステナビリティ項目の多くは，会計項目のように金銭価値で統一されておらず，それ

11）TOPIX100構成銘柄のうち，2023年12月末時点で狭義の統合報告書を発行している85社を対象に調査した
松苗（2024）によると，企業が採用するサステナビリティ課題の抽出方法は，GRI・SASB・ISO26000など
の国際的なガイドラインが42社（49％），SDGsが32社（37％），ESG評価機関の設問・レポートが25社
（29％），パーパス・ありたい姿・企業理念・ミッション・ビジョン・バリューが23社（27％），ステークホ
ルダー・有識者との対話・アンケートが21社（24％），社内（重要員）ヒアリング・アンケートが12社
（14％），メガトレンド・グローバルリスクなどの外部環境情報が11社（12％），戦略・事業課題が 9社
（10％）であった。
12）SASBスタンダードとは，業種ごとに企業の財務パフォーマンスに影響を与える可能性の高いサステナビ
リティ課題を特定したものである。SASBが2018年11月に11セクター 77業種向けの開示スタンダードを策定
した。このスタンダードは，同業種内の企業間での情報比較を容易にし，かつ財務的に重要な情報開示を促
すものであるため，投資家等の投資意思決定の一助となりうる開示フレームワークといえる。

13）前述した松苗（2024）によると，企業が採用する「重要性」評価・優先順位付けの視点は，ステークホル
ダーにとっての「重要性」（関心ごと・影響・優先度・インパクト）と当社にとっての「重要性」（戦略上の
重要性・ビジネス上の重要性・優先度・インパクト）の両方を考慮した企業が34社（40％），社会にとって
の影響度（重要度）と当社（事業・財務・企業価値）にとっての影響度（重要度）の両方を考慮した企業が
11社（13％），社会・ステークホルダーにとっての「重要性」と事業（当社）にとっての「重要性」（インパ
クト）の両方を考慮した企業が 4社（ 5％），その他が10社（12％），記載なしが26社（30％）であった。
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ぞれ異なる測定単位が用いられている。例えば，温室効果ガス排出量は kg-CO2，女性管理職比
率は％など，項目ごとに測定単位が異なる。さらに，これらの項目の大きさは業種の特性に大き
く影響を受ける場合が多く見られる。その結果，サステナビリティ項目の「重要性」を評価する
際には，金銭価値による絶対評価ではなく，相対評価が主流となる傾向がある。日本企業の多く
は，幅広い社内外のステークホルダーに対するアンケートや個別インタビューを通じて，「重要
性」評価を行っている。
このように，サステナビリティ情報開示における「重要性がある情報」の特定プロセスは，現
時点では統一的なルールが存在しないため，企業は自社に最適なプラクティスを模索しながら対
応している。その結果，このプロセスは複雑化し

14）
，企業ごとにサステナビリティ課題の抽出や

抽出した課題の「重要性」評価が異なっている。これにより，情報利用者にとっては，真に重要
な項目が適切に抽出・評価されているかが不透明となり，意思決定に活用する際の判断が難しく
なるという問題が生じている。
こうした問題に対処するためには，サステナビリティ課題の抽出や「重要性」評価の精緻化を
図ることが必要であり，その点で IFRS S1号やそれに基づいて作成される日本のサステナビリ
ティ開示基準（案）は非常に重要な役割を担っている。IFRS S1号は2024年から適用が開始され，
これにより企業のサステナビリティ情報開示に対する一貫性と透明性の向上が期待されている。
この基準の導入により，企業はより統一されたフレームワークに基づいてサステナビリティ課題
の抽出と「重要性」評価を行うことが求められ，情報利用者は企業間の比較をより容易に行える
ようになるとともに，投資意思決定の信頼性が向上することが期待される

15）
。今後，IFRS S1号の

適用が進むことで，サステナビリティ情報開示の質が全体的に向上し，企業と投資家等の双方に
とって重要な指針となるだろう。

6　おわりに

本稿では，財務報告およびサステナビリティ情報開示における「重要性」の概念と判断プロセ

14）Mio et al. （2020）は，サステナビリティ情報開示が財務報告よりも複雑になる理由として， 2つの要因を
挙げている。第一に，サステナビリティ情報は金額を測定単位として採用できず，財務報告のような「重要
性」評価が実施しにくい点である。第二に，財務報告が主に投資者等に情報を提供するのに対し，サステナ
ビリティ情報開示はより広範なステークホルダーを対象とすることが多い点である。後者に関しては，例え
ば従業員の平均残業時間は，従業員が勤務先を決定する際に「重要性がある情報」と考えられるが，多くの
投資家等にとっては，将来キャッシュフローや資本コストに明確な影響がない限り，投資意思決定に影響を
与えると主張するのは難しい。このような点が，サステナビリティ情報開示を複雑にしていると考えられる
（本川 2021）。
15）サステナビリティ開示基準が導入されても，一部の企業が ESGに配慮しているように見せかけ，都合の
悪い情報を隠す可能性は否定できない。このような行動は ESGウォッシュとして知られており，企業は実
際よりも優れた ESGパフォーマンスを装って評判を操作する可能性がある（Ingram and Frazier, 1980）。先
行研究によれば，このような ESGウォッシュの存在がサステナビリティ情報開示と ESGパフォーマンスの
関連性を弱めたり（Pinnuck et al. 2021），サステナビリティ情報開示と投資意思決定の関連性にネガティブ
な影響を与えたりすることが確認されている（Griffin et al. 2017; Guiral et al. 2020; Khan et al. 2016）。
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スを整理し，その役割と課題を検討した。主に明らかになった点は以下の 5点である。
①　日本の企業会計において，「重要性の原則」は「正規の簿記の原則」や「明瞭性の原則」
に対する制約として機能し，「重要性」が乏しい場合の会計処理や表示の簡略化に用いられ
ている。

②　国際的な財務報告では，「重要性」は財務報告における制約ではなく，「レリバンス」の一
側面として位置付けられ，「重要性がある情報」を識別し評価するための概念として活用さ
れている。

③　IFRS S1号『サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項』では，「重要
性」は国際的な財務報告の定義と整合性を保ちつつ，基本的に財務報告と同様のプロセスで
判断されている。

④　サステナビリティ情報開示における「重要性がある情報」の特定プロセスは，これまで統
一的なルールが存在しなかったため，企業ごとに課題の抽出や「重要性」評価が異なり，プ
ロセスが複雑化している。

⑤　これらの課題に対処するためには，課題の抽出や「重要性」評価をより精緻化する必要が
あり，IFRS S1号および日本のサステナビリティ開示基準（案）が今後，重要な役割を果た
すことが期待されている。

サステナビリティ情報開示に関する国際的な標準化が進む中で，企業が持続可能な経営を実現
し，長期的な企業価値の向上を図るためには，また，投資家等が適切な投資意思決定を行うため
にも，財務報告とサステナビリティ情報開示の両方で一貫した「重要性」の評価が不可欠である。
本稿がこれらの課題解決に寄与し，今後の研究や実務に貢献することを期待している。
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